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戦後地方における後期中等教育制度改革の展開(1)
―長野県における新制高等学校制度の成立過程―
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西 山 薫
本研究は､戦後改革期における長野県の新制高等学校の成立過程を､(丑その成立の経緯､(丑
旧制中等学校の再編成と学校統合､③新制高等学校における学科設置状況､④旧制中学校の対
応などの点から分析し､総合制の不完全な導入と旧制度との連続性を指摘することにより､そ
の後の高校教育の展開の前提部分を明らかにした｡
はじめに
発足して半世紀近く､様々な歪みを抱えて
きた高等学校は一つの岐路に立っている｡準
義務化状況のなかで､様々な興味 ･関心､個
性をもつ生徒に対して､それに応じたあるい
はそれをより高める多様な教育のあり方が強
く期待されてきたにもかかわらず､結果とし
て､そうした期待に十分応え得ないばかりか､
むしろ学ぶ意欲を喪失している現状が指摘さ
れてきた｡(1)もちろん戦後の高校教育の展開
の中で､時代に適合した高校のあり方が､不
断に問われ改革されてはきた｡しかし､その
改革は､産業社会の変化-の対応を主眼とし､
教育内容 ･方法に関する改革が中心であった｡
しかし､1960年代以降の多様化政策とその
後の軌道修正を受けて､80年代の高校教育施
策は新たな展開をみせた｡1979年の都道府県
教育長協議会による新しいタイプの学校の提
言を発端に､臨教審答申､1991年の中教審答
申等を経て､高校制度の改革が脚光を浴びて
きた｡文部省の高校教育改革推進会議におけ
る高校制度の弾力化 ･多様化推進はもとより､
都道府県や学校ごとに特色ある高校教育を目
指した改善努力が払われ､また､普通科 ･職
業科の二元化を見直し､単位制 ･選択制を積
極的に活用する方策などが導入されつつある｡
では､こうした取り組みは今日の現状を改善
するであろうか｡今日の高校改革を見定める
には､高校制度の変容をたどり､それを位置
づけ直す作業が必要と考える｡それは､我が
国の高校制度が､その発足より制度的課題を
抱えてきたと考えるからであり､その課題克
服という視点から､今日の改革動向を見定め
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ることが可能と考えるからである｡
上構型と下構型の学校系統の接点としての
中等教育は､高等教育へ連なる準備機関とし
ての機能と､初等教育を基盤とした普通教育
の完成と職業教育の機能という､異なる二つ
の機能をいかに統合するかという教育目的上
の課題を負ってきた｡(2)我が国の場合､戦後
改革における､複線型から単線型学校体系へ
の急激な転換のなかで､その課題を高等学校
という共通の制度のなかで解決を図らなけれ
ばならないという教育制度 ･方法上の課題を
負うことになった｡さらに､中等教育が､前
期と後期に二分するなかで､中等教育におけ
る高等学校の独自性､位置づけを常に明確に
する必要に迫られてきたという経緯がある｡
そのことは､学校教育法の ｢高等普通教育及
び専門教育を施す｣という高校教育の目的の
内実が問題とされてきたといってもよい｡(3)
今日の高校教育改革の動向を制度的に見定め
るには､こうした､制度上の課題に照らして
考察する必要がある｡
一方､このような高校教育の軌跡を確かめ
るには､高校教育の地方史を掘り起こす作業
が必要と考える｡従来の高校制度研究は､政
策レベルあるいはマクロな視点からの分析が
中心であり､地方の高校制度史の蓄積は十分
ではない｡(4)今日の高校改革が､各高校独自
の改善 ･工夫が求められ､都道府県ごとに特
色ある展開が見られるだけに､その地方ごと
の高校制度史の探究は必要であると考える｡
本研究では､長野県における戦後の高校教
育の展開を対象とする｡その第1の研究課題
として､戦後改革期における新制高校の成立
状況を検証し､その後の高校教育の展開に与
えた影響を長野県をモデルに考察したい｡と
くに､旧制中等学校の再編成による新制高校
発足の過程と､新制高校の目的 ｢高等普通教
育及び専門教育を施す｣ために目指された｢総
合制｣理念の具体化の過程を明らかにしたい｡
1.長野県における新制高等学校発足
の経緯
(1)新学制実施準備協親会での論敵
新制高等学校の発足は1948年度であった｡
その実施のために､文部省は ｢新学校制度実
施準備の案内｣(1947.2.17)を各市町村､学校
に配布し､｢新学制実施準備協議会｣を都道府
県 ･郡 ･市町村ごとに設置するよう提案した｡
その中で､希望者すべてを収容するよう設置
計画を立て､機会均等と男女共学制を推進し､
いわゆる総合制の学校形態の必要性を強調し
ている｡長野県の新制高等学校の再編計画は､
当初､県の ｢新学制実施準備協議会｣(1947.
3.10発足)において論議された｡同協議会
は､｢高校綱特別委員会｣を設け､｢全県的な
調査資料等を活用し問題点の実地調査をも行
って進められた｣という｡(5)
まず再編成の第一段階､すなわち､1948年
4月の新制高校発足までの審議については
｢粁余曲折を経て｣(6)という言葉通 り､審議
過程の詳細は明らかでない｡しかし､旧制中
等学校を新制高校に移行する上で障害となっ
たのは､県立外 (市立､町立､村立､組合立
等)の旧制中等学校をいかに再編成するかと
いうことであった｡当時､市町村では新制中
学校発足が急務であり､その校舎や設備等の
充実に要する財政難に直面したoまた､県立
･県立外聞には格差意識もあり､｢県準備協議
会が活動を開始すると､いちはや くその本会
議はもとより特別委員会の折にも続々と主に
県立外中等諸学校の関係者が､高校になりた
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い一当時それを昇格したいという言い方をし
た一県立学校に移管してほしい又は県立-統
合されたい合併してほしいなどの陳情におし
かけた｣(7)といわれるほどであったという｡
先の特別委員会では､1947年11月8日に
｢1.郡市所在の施設ある中等学校はすべて
新制高校学校とする｡2.設備不十分の場合
は三年以内に設置者が充実をはかる｡3.輿
立移管を希望するものはすべて県立とする｡
4.県立外公立中等学校の人件費は県費補助
にまつ｡5.新設校については別に審議す
る｡｣(8) との結論を得た｡11月29日に､県当局
と県会文教委員会､県新学制準備協議会の三
者懇談協議会が開かれ､県当局は､新制中学
発足に対する市町村の努力に対して県も新制
高校発足に熱意を示す意味から､県立外中等
学校は原則として県立移管したいとの見解を
示した｡また同時に､一挙にすべてを県立移
管するのではなく､施設設備の点から廃校措
置をとるもの､統合すべきもの等もあり､財
政補助の面から見ても漸次移管する方向を打
ち出した｡こうして､1948年4月には､公立
の旧制中等学校109校を母胎として､新制高
等学校90校 (県立54校､県立外36校)が発足
したのであった｡
(2)県立外学校移管問題の処理
棚上げされた県立移管問題は､新学制実施
準備協議会を継承した県教育委員会 (1948.
ll.1発足)において再び検討されることとな
った｡この間題に対して､占領軍､ことにケ
リー 長野軍政部教育部長の意向が強く働いた
という｡ケリー は､｢県立移管については何校
かを移管しようという方法は 『公平な取扱』
という視点から困難だろう｡この際はすべて
県立移管するか､全部見合わせて県費補助を
していくか二つに一つだ｣と示唆し､｢この問
題は従来特殊な政治問題だったが､今度は政
治と切 り放して公平に効果的に解決しなけれ
ばならない｡｣と指導したという｡(9) 県教委
は､1948年12月27日に新制高校の配置に際し
て以下の方針を発表した｡(10)
1.学校差をなくすために県立外高校を一
斉県立移管する｡
2.通学距離を適当にするために学区制を
考える｡
3.進学志望の達成と教育の機会均等を実
現するために地域社会に応ずる教育課程
を設置し､特に郡部では総合制高等学校
を多くする｡
4.男女共学を採用する｡
5.各校の教育課程や収容能力を最大限に
発揮する｡
この方針には､県立外学校の原則的県立移管
と､総合制高校､男女共学制に対する積極的
な姿勢が うかがえる｡もっとも､総合制と男
女共学は､文部省の ｢新制高等学校実施の手
引き｣(1947.12.27)に示された方針に準拠し
たものであった｡一方､県立外高校を抱えた
市町村は､先に述べた財政問題に直面してい
た｡(ll) ｢機会均等｣理念の実現と財政問題の
同時解決として県-の完全移管は理想的であ
ったが､県財政の逼迫を考慮すれば､第二の
再編成が必要となった｡それは､｢新制高等学
校存置統合計画｣(以下､｢統合計画｣と略称
する)として具体化され､1949年 2月の県会
で決議された｡｢統合計画｣は､長野市立､松
本市立を除く県立外高校34校の統合 ･移管計
画が中心であったが､ただちに全てを移管す
るのではなく､｢県立移管に伴う条件として､
文部省の高校設置暫定基準に達するまでの施
設を地元で充実し､移管後三か年物件費は地
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元負担する等の制約をつける｣(12) というも
のであった｡その意味では､市町村の要求と
の折衷案であり､県への完全移管後も､当初
から県立であった高校との格差意識を払拭し
えなかったことにつながったとも考えられる｡
しかし､地域との物心両面にわたるつながり
が､戦後においても継続したことは､こうし
た高校の学校史を強く規定し､｢地域の高校｣
というイメージを一定時期存続させたことに
もつながったと考えられる｡
｢統合計画｣後､1949年4月 (一部の高校
はそれ以降)に県立74校､市立2校に再編さ
れた｡新制高校の発足過程が､旧制中等学校
の再編とその後の再編成とに分かれ性急に行
われなかったことは､結果として新制高校の
円滑な出発となった｡県教育部長､県教委初
代教育長に就任した小西謙氏は､次のように
回想している｡(13)
｢この高校再編成の計画については､わた
しは東京のある会議の機会に総司令部CI
Eのルー ミス博士に会ったら口を極めて賞
賛されたので驚いたことがあった｡当時占
領軍の指導下に和歌山や京都や岐阜など諸
方で無理強いな高校再編成が行われ､うま
くゆかず怨哩の声が充満しているという状
況は私も耳にしていたが､総司令部でも問
題にしていたのではなかったか｡ルー ミス
氏は長野県の分は合理的ですっきりしてお
り無理なく出来ていて非常に事情に適切だ｡
す ぐれた実例として他県の参考にするよう
にしたいという話だった｡｣
事実､他の都道府県､例えば石川県では､旧
制中等学校の新制高校-の全面的転換を要求
する校長会 ･父母側と､高校 3原則を強行す
る占領軍側との対立が鋭 く､学区制や総合制
を性急に実施 した経緯がある｡(14)都道府県
の抱えた固有の問題やその解決の道筋は様々
である｡長野県の対応を位置づけるには､発
足経緯に関する都道府県ごとの詳細な研究が
またれる｡
2.新制高等学校発足における学校統
合の実態
(1)旧制中等学校の設置状況と設置者別学
校統合
ここでは､新制高校発足時の再編過程を､
学校統合の側面から分析する｡その実態は表
1に示した｡ここでは､設置者別､学校種別､
地域別等の観点から､統合過程を特徴づけて
みたいoまず､旧制中等学校の設置状況であ
る｡
新制高校の母胎となった旧制中等学校は､
主として旧制中学､高等女学校､実業学校､
青年学校などであり､全日制の場合､前三者
が統合の主たる対象であった｡1947年段階で
の旧制学校の設置者別 ･学校種別学校数は､
表2に示す通りである｡学校数は地方におい
てはもともと多く (ちなみに富山県48校､石
川県48校､福井県28校である(15)､学校数全体
に占める種別割合では､中学17% (同時期全
国23%)､高女38% (同35%)､実業45% (同
42%)であり､中学が少なく高等女学校と実
業学校が多かった｡実業学校の学科種別では､
農業系が63%を占め､商業系23%､工業系10
%となっており､全国的にみても農業系が際
立って多い(全国比40%)｡設置者別では県立
校51%､県立外校49%と桔抗しており､とく
に組合立 ･町立学校が多かったことは､その
後の学校統合の行方を方向づけるものであっ
た｡地域別でみると､東信地区と南信地区で
県立外学校が多く､当然その地区内での学校
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表 1 長野県の新制高等学校発足時の学校設置 ･学科設置状況
旧 制 中 等 学 校 1948年新 制 高 校発 足 時 岳9盛 翫 I1949年 存正統合計画 1951年 時 の設 置 小 芋 科 1950年 以 降 の名 称 変 更学 科 設 正 美 男女
北 信 地 区
飯 山 中 飯 山 北 飯 山 北 大 堀 商 共 賞
坂 山 高 女 娠 山 南 坂 山 南 大 家 女 普
下 高 井 農 林 下 高 井 A 林 下 高 井 JL林 A 共 負 .柿 .農家
中 野 高 女 中 野 中 野 大 戦 家 共 普 被
中 野 長 南 中 野 実 業 中 野 実 # Jt 商 共 長 南
町 .請 坂 繭;長 坂 工 業 組 .頒 坂 商 工 須 坂 商 工 商 工 共 商 句1951年三貞坂商業
須 坂 高 女 須 坂 東 須 坂 東 大 家 被 女 昔 被
須 坂 中 学 須 坂 西 親 板 西 大 罪 甘 亡○1965年Z頁坂
上 # # Jt ;天 板 A 業 須 坂 JL 業 良 共 A .蛋 ⇒1958年須坂園芸
姐 .上水内部北部JL 姐 .上水内郡北部JE業 上水内部北部JL* 岐 点 共 JL.A* ⇒1951年上水内北部
上 水 内 A 長 野 A 集 長 野 農 業 A 家 共 Jt ⇒1956年長野吉田
長 野 中 学市 ー長野市 立 中学 長 野 北市 .長 野 市 立 長 野 北 大 罪 普 ⇒1957年長野
市 .長野市 立高女中学 市 -長 野 市 立 市 一長野市立 被 ⇒1968年市立 .尽日
長 野 高 女市 .長野第 二高女 長 野 西兼 長 野 西 * * 女 普
長 野 商 業野 女 子 商 業 長 野 商 業 長 野 商 業 # 共 商
長 野 工 業 長 野 工 業 長 野 工 業 工 男 機 .t .工化･土建
中 条 Jt 中 条 中 条 大 A t モ 共 昔 Jt.農家
組.更級西部A村水内高女組 .見 境 A 兼 井 峡 大 A 家 共 甘
蕪 の 井 高 女姐 .蕪の 第二高女 等 の 井組 .篠 井被服 譲 の 井 大 家 被 共 甘 被
更 級 ■ モ 蚊 JL暮 更 級 Jt 業 暮 共 A.JE家
町 .甲種松代商#組 松 代 高 女代女子帝 組 .松 代 松 代 大 堀 商 家 共 昔 商
屋 代 中 学 屋 代 東 屋 代 東 大 南 共 甘 商 ⇒1963年屋代
姐 .屋 代 高 女 姐 .塵 代 南 塵 代 南 家 被 女 甘 被
姐 .坂 城 A 業 組 .坂 城 Jt業 坂 城 Jt 兼 大 Jt 家 共 A .A技 ⇒1951年坂城
実 情 地 区
上 田 中 学 上 田 松 尾 上 田 松 尾 大 男 普 ⇒1958年上田
上 田 高 女 上 E 染 谷 丘 上 田 染 谷 丘 大 家 被 女 甘 被
上 田 小 県 蚕 業 小 県 蚕 業 A 男 点 .柿 .義 ⇒1962年上田東
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組 ,小 県 農 姐 .小 県 Jt兼 小 県 東 部 大 A 家 共 % Jt
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小 指 高 女 小 諸 小 指 大 家 共 普
町 .軽 井 沢 高 女 町 .軽 井 沢 軽 井 沢 大 家 商 共 普
北 佐 久 点 北 佐 久 農 業 北 佐 久 JL業 農 家 共 兵書 一農産 .A .製道 家
岩 村 田 中 学町 .岩 村 田 高 女 岩 村 EI]町 .岩村田城戸丘 岩 村 田 大 家 共 普
野 沢 中 学 野 沢 北 野 沢 北 大 共 普
野 沢 高 女 野 沢 雨 野 訳 南 家 被 女 昔 被
南 佐 久 耶 JL蚕紙 .中込土木* 年税 . 臼 B]高 女 南 佐 久Jt 業〟定時制中込分校組 .臼 田 臼 田 農 家 共 普A .柿 .木工家技
組 ,南 佐 久 ■ 林租 .南佐久家政女 姐 .南佐久実業 南 佐 久 実美 大 農 家 被 共 甘A .農家 ⇒1975年小海
南 信 地 区
姐 .打 妨 JL 姐 .瀬 妨 Jt業 諏 訪 Jt 美 大 農 家 共 昔■ 被 ⇒1951年T士見
村 .未 明 高 女 組 .永 明 永 明 大 家 共 昔 被 ⇒1959年茅野
市 .打 払 商 業妨女子商肪市立高女 市 .取 払 実 業 諏 肪 実 # 商 被 共 商 被
町 .下 瀬 妨 高 女
町 .下諏妨実業
打 妨 中 学 諏 妨 汁 陳 取 払 汁 梗 大 男 普
Zt 芯 高 女 諏 妨 二 葉 諏 訪 二 葉 大 家 女 普
岡 谷 高 女市 .岡 谷 高 岡 谷 東市 .岡 谷 北 岡 谷 東 大 家 女 昔 被
市 .岡 谷 中 学 柿 .岡 谷 南 岡 谷 南 大 男 甘 商
岡 谷 工 業 岡 谷 工 業 岡 谷 工 業 工 男 機 .エ化 .紘
伊 北 上 両町 .辰 野 高 女 辰 野 実 業町 .辰 野 辰 野 大 農 商 家 共 昔A 荷
姐 .中 箕 輪 十 年村 高 女 姐 .中 実 損 中 箕 輪 大 家 A 共 普 申1960年箕輪や 4 工業
上 伊 那 Jt業町 . 那町立高女 上 伊 那A 業町 . 那 東 上 伊 那農 業 土 工 共 JL.#
町 .高 遠 高 女速 Jt 業 町 .高 遠 高 速 大 家 点 共 普 Jt 被
伊 那 中 学町 .伊那町立高女 伊 那 北町 .伊 那 兼 伊 那 北 大 共 普
伊 那 高 女町 .伊那町立高女 伊 那 同町 .伊 那 東 伊那弥生ケ丘 大 家 被 女 昔 被
町 .赤 穂 高 女Jt 商 町 .赤 穂 赤 枝 大 農 商 家 共 昔 A 荷
坂 田 中 学 坂 田 兼 坂 田 高 松 大 共 普 ･41958年飯El)
坂 田 高 女市 .坂田市立高女 坂 田 西柿 .坂 田 市 立 坂 田 見 越 家 被 女 昔 被
坂 田 商 工 坂 田 実 業 坂 田 長 姫 商 工 共 土 十
西 山 :戦後地方 におけ る後期 中等教育制度改革 の展開 (1)
旧 制 中 等 学 校 1948 年新 制 高 校発 足 時 岳9盛 軸 1949年 存置統合計画 1951年 時 のl設 置 小 芋 科 1950年 以 降 の名 称 変 更学 科 改 正 案 男女
中 信 地 区
木 書 中 字 木 甘 古 木 曾 西 大 槻 男 普
木 曾 高 女 * + i 木 曾 東 大 家 女 普
木 曾 山 林 木 曾 山 林 木 曾 山 林 柿 男 柿 .木工
東 筑 申 長町 .塩 尻 高 女 東 筑 呼 Jt 美組 .塩 尻 桔 梗 ケ 原 大 農 家 被 共 昔 点 被農家 ⇒1965年塩尻
組 .雨 安 * 虎 寄付 東筑畔西部A 組 .梓 虎 井村 東筑舟西部Jt 梓 川 農 家 共 甘 鹿
松 本 工 業 松 本 工 業 & * I # 工 罪 機 .t
松 本 第 二 中 学 松 本 県 ケ 丘 松 本 県 ケ丘 大 罪 普
市 .松本市立高女中学本市立女子商 市 .松 本 市 立 柿 .松本市立 昔 被 ⇒1954年県立 .松本美須々丘
松 本 中 学 松 本 深 志 松 本 深 志 大 罪 普
松 本 高 女本 第 二 高 女 松本蛾ケ叫. 本 暮 港 松 本 姐 ケ埼 大 家 女 普
･JL 科 高 女 豊 科 土 科 大 家 共 普
南 安 I Jt 南 安 JtA 兼 甫 安 I JL業 ▲ 共 A.JLi
組 .捷 高 A 業 姐 .穂 高 Jt業 穂 高 Jt 兼 ▲ 共 Jt 商 菅 ⇒1950年穂高71 捷 商業
姐 .北 安 I Jt井 姐 .北 安IA兼 北 安 I JL業 大 衣 l 共 昔 よ.■家 ⇒1963年池田工業
大 町 中 学 大 町 甫 大 一一町 甫 大 地 商 共 書 面 ⇒1959年大町
出典‥鳩 謂 寂等要至芸三幸娼 至芸苧芸悪霊殊鷲も妄鮎 竺肝 要管琵芹 .位iE･Lた
表 2 旧制中等学校の状況
設置者別 地 区 別 合計 学 校 種 別 地 区 削 合計北信 東信 南信 中信 北信 乗信 南信 中信
県 立 18 13 12 13 56 旧 中 学 5 4 4 5 18
旧高等女学校実 業 ll16 913 140 79 418県立外 14 14 17 8 53
旧青 年 学 校 0 1 1 02
設置 市級 36 210 62 3 1421 莱 農 業 系 9 8 6 7 30
育 町 4 2 7 1 14 莱 商 業 系 5 2 3 1 ll
内 村 1 02 1 4 内 工 業 系 2 1 1 15
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統合を促進する背景となった｡
次に､設置者別の学校統合の様相である｡
市立2校を除き県立外学校は､条件付きなが
ら県立移管する方針ではあったが､学校数全
体から見ると､結果的には旧制中等学校109
校が新制76校へと統合 ･圧縮 (圧縮率70%)
された｡旧制度から統合後までの圧縮幅が､
全国平均で約71%であったことからすれば､
長野県はほぼ順調に統合が進んだといえる｡
ではその再編過程はどうであったか｡まず､
第1段階 (～1948.4)である｡ここでは､旧
制度から新制度への移行により､旧制学校109
校は90校-縮小された｡圧縮率83%は､全国
平均89%を下回っている｡(16) また､この段階
ではとくに県立外学校の統合が焦点とされた｡
県立校間､県立校と県立外校といった県立関
連の統合は3件にとどまり､県立外聞の統合
が12件､とくに市立 ･村立の統合による市立
･組合立化がEgられたo地域的には､県立外
学校の多かった東信 ･南信地区で､町立 ･組
合立学校が残置され､北信と中信地区では統
合が促進された｡
次に､第2段階の ｢統合計画｣(～1949.4)
では､県立移管が進行した｡県立 ･県立外の
統合が13件､県立外間統合による県立化が3
件と､県立への吸収 ･合併の色合いが強かっ
たといえる｡新制高校90校を76校-圧縮した
が(圧縮率84%)､全国的には比較的統合が促
進された (全国平均80%)といえる｡統合を
経ずに単独で新制高校へ移行した旧制学校は､
県立学校で36校(旧制県立校の64%)､県立外
学校で10校 (同19%)であり､前者は､学科
編成の際に ｢総合制｣との関係でその配置学
科が問われることになる｡
(2)学校種別学校統合
県立移管過程は､同時に学校種別の再編過
程でもある｡新制高校の理念である｢総合制｣
は､学校統合と学科配置の二つの側面から実
現が図られた｡実際には､当時の財政条件や
施設設備､教員配置の事情から､異種の学校
統合によって ｢総合制｣を確保する方が効率
的であったであろう｡
新制高校発足時では､実業学校間の統合が
6件､実業と高女が7件､高女と中学､高女
と青年学校が各 1件と､圧倒的に実業学校を
主軸とした統合であった｡これは､実業系を
対象としたというより､統合された県立外学
校に実業系が多かったためではないか｡
次に､第2段階ではどうか｡旧実業学校間
の統合は1件のみ､旧実業と旧高女が6件､
旧高女間が6件､旧高女と旧中学､旧中学間
が各 1件で､ここでは旧高女系高校を中心に
統合が図られたといえる｡男女共学が図られ
たことからすれば､ここでは学科配置を考慮
に入れた統合が進められたのではないかと推
測される｡すなわち､普通科と家庭科を併置
する旧高女間の統合と､普通科をもたない実
業系と高女との統合によって ｢総合制｣を実
現しようとしたのではないかということであ
る｡しかし､旧中学と旧実業学校との統合が
なかったことは､次節の学科配置とあわせ留
意すべき点である｡前述した単独で新制高校
となった46校のうち､旧制中学は12校 (旧制
の67%)､旧制高等女学校は13校 (同32%)､
旧制実業学校は21校 (同44%)であり､旧中
学が統合を免れたことは注目される｡
3.新制高校発足における学科配置
(1)総合制の間寛点
新制高等学校においては､三原則の実現が
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必要条件とされた｡三原則､すなわち小学区
制､男女共学制､総合制は相互に関連しあう
が､高校教育の目的､すなわち ｢高等普通教
育及び専門教育を施す｣点からすれば､｢総合
制｣が高校教育のあり方を規定するものであ
った｡しかし､総合制導入の理論的根拠は､
当時､幅広い共通理解を得るだけの十分な基
盤をもつものとはいえなかった｡
1947年の文部省の ｢新制高等学校の教科課
程に関する件｣では､｢高等学校は生徒それぞ
れの希望にそい要求に合して行 くことを本来
とするのであるから､大学に進む生徒のため
の課程と設備を持つと同時に､卒業後直ちに
職業につ くものための課程と設備とを設けて
いくことを理想とする｣(17)と述べている｡具
体的には､大学進学準備課程と職業準備課程､
実業課程の三部制をとった｡戦前の進学/戟
職の二元化に対応した複線型学校制度を打破
する意味で､三部制は新たな高校像を模索す
るものであった｡しかし､この三部制への認
識が､旧来の職業教育との違いを明らかにし､
普通教育への傾斜を押し止めるほど強く浸透
したとは言い切れない｡また､職業準備教育
が普通教育と職業教育との間にどう位置づけ
られ､生徒の進路選択とどうつながるかなど
の見通しが不透明であった｡このことが､実
際の総合制高校の多くが学校統合の延長線上
に置かれ､多課程併置の域を脱しえなかった
ことにつながったと考えられる｡また､文部
省は､｢ある意味においては､新制高等学校の
生徒はすべて職業科の生徒 であるといえ
る｣(18)と指摘しながらも､その具体策､すな
わち ｢高等普通教育及び専門教育を施す｣た
めに必要な科目の配列や選択のしくみに関し
て､十分な方向を示し､そうした認識を浸透
させるには至らなかった｡その結果､｢ただな
んとはなしに普通教育の方が格が高いように
思ったr)､普通教育に関する学科を置く方が
経費が少なくて済むといったような極めて皮
相的な考 えに走ることは憤 まねばならな
い｣(19)の指針が示すように､総合制は普通科
指向への危倶を回避するという消極的な意味
合いとしてしか作用しなかったとも言えよう｡
総合制は旧制度との連続性を断ち切るもので
あり､旧制学校の設立 ･運営が地域と強く結
びついていた場合､当然に困難が予想される
のであり､また､旧制中学のようにエ リー ト
養成､特権的意識が強ければ同様の困難が生
じたであろう｡総合制理念への理解 と伝統の
維持とのズレを学校､父母､地域自らが埋め
ていくだけの時間的ゆとりが与えられなかっ
たのである｡
(2)総合制の導入計画とその実態
県全体の学科配置は､1949年の｢統合計画｣
に学科設置案として示されたが､計画通 りに
は実現せず､1951年にすでに食い違いがあら
われた｡表3に示すように､｢統合計画｣で
は､大学進学準備課程 (のちの普通科)が全
体の31%で､職業課程が64%であった｡大学
進学準備課程数は旧制中学 ･高女学校数59を
下回っているが､実業課程では家庭 ･被服科
数はほぼ旧高女学校数に相当し､農業課程も
同様であり､商業および工業課程はやや旧制
度の学校数を上回っている｡この計画案の時
期は､学校統合が同時進行していたので､普
通科の少なさはその影響とも考えられる｡そ
れでは､実施後はどうであったか｡1951年の
設置状況をみると､全体の学科数は計画より
29減少している｡その主たるものは工業科と
家庭科であり､逆に普通科は増加している｡
後述するように､普通科併置の総合校が増加
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表3 設置学科 (大学科)のべ数
北 信 棄 信 南 信 中 信 汁
A B A B A B A B A B
大学 .普通科 13 13 11 13 13 14 10 13 47 53
職 農 業 系 9 9 7 7 7 6 6 6 29 28
業 商 業 系 6 5 5 3 4 5 1 2 16 15
課 工 業 系 2 1 3 2 3 2 li l 9 6
程 家 庭 系 11 5 13 5 11 7 7 2 42 19
※ Aは1949年設置案､Bは1951年設置状況
洪 ｢大学｣は大学進学準備課程
表4 学科設置構想の変化
学科設置案 (1949年) 1951年 設 置 状 況
早独 合 計 27校 (36.5%)合 計 40校 (52.6%)
内 大 字 進学 11校 普 通 科 23校
農 業 系 9校 農 業 系 11校
校 釈 商 業 系 1校 商 業 系 2校工 3 工 3
家 庭 系 3校 家 庭 系 1校
揺Arコ校 合 計 47校 (63.5%)合 計 36校(47.4%)内 大学+実業 36校 普通+実業 30校
したのではないから､普通科数比の上
罪 (44%)は､普通科単独校化の傾向
･を示している｡家庭科の激減は普通科
増加の裏返しである｡総合校の減少が､
家庭科併置の総合校の減少に起因する
からである｡
表4によれば､学科設置案は､単独
校は27校で全体の37%､総合校は47校
で64%と総合制を推進する計画であっ
た｡ただし､総合制のうち普通科 (大
学進学準備課程)を含むものは36校で
全体の49%であった｡当時の全回平均
では､複数学科併置の ｢総合校｣が高
校数全体の42%で､うち普通科を含む
総合校が32%であるから､長野県は総
合制をより強 く進めたといえる｡この
学科設置計画について地域別に詳しく
見てみる｡
北信地区は､旧制中学5校､旧制高
女11校､旧制実業16校の計32校を母胎
として新制高校23校 とした｡うち単独
校は9校､総合校は14校であった｡旧
中学系の高校 4校のうち単独校は2校
で､他 (飯山北､屋代東)は商業課程
を併置する｡旧高女系およびそれを含み統合した高校 8校のうち家庭課程単独校は1校で､他
は家庭課程と大学進学準備課程を併置する○旧実業系11校のうち､実業単独校は7校で､総合
校 4校のうち大学進学課程を併置するものが 2校 (中条､坂城農業)という案であった｡
東信地区は､旧制中学4校､旧制高女 9校､旧制実業13校､青年学校 1校の計27校を母胎と
して新制高校17校としたDうち単独校は4校､総合校は13校であった｡旧中学系の高校 4校の
うち単独校は2校で､望月高校は家庭 ･商業､岩村田高校は家庭課程を併置し､旧高女系およ
びそれを含み統合した高校 5校のうち単独校はなく､大学進学準備課程を併置するもの3校､
それ以外の多課程校 2校とした｡旧実業系8校のうち､実業単独校は1校で､総合校 7校のう
ち大学進学課程を併置するが4校 (丸子実業､小県東部､参科､南佐久実業)という案であっ
た｡
南信地区は､旧制中学 4校､旧制高女14校､旧制実業10校､青年学校 1校の計29校を母胎と
して新制高校19校 とした｡うち単独校は7校､総合校は12校である｡旧中学系の高校 4校はす
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ベて単独校､旧高女系およびそれを含み統合
した高校11校のうち単独校はなく､大学進学
準備課程を併置するもの8校とした｡旧実業
系4校のうち､実業単独校は3校で､大学進
学課程を併置したものは1校 (諏訪農業)と
いう案であった｡
中信地区は､旧制中学 5校､旧制高女 7校､
旧制実業9校の計21校を母胎として新制高校
17校 とした｡うち単独校は7校､総合校は8
校である｡旧中学系の高校 4校のうち､3校
は単独校で､大町南だけが商業課程を併置す
る｡旧高女系およびそれを含み統合した高校
5校のうち単独校はなく､すべて大学進学準
備課程を併置し､旧実業系6校のうち実業単
独校は4校で､大学進学課程を併置したもの
は1校 (北安曇農業)であった｡
以上､地域別に概観したが､市町村立学校
を多く統合した東信地区で総合制高校が多く､
比較的統合を経ずに発足した中信地区が単独
校が多いといえる｡また､旧制中学系高校で
は､16校中単独校は11校､総合校は5校で､
旧制中学の総合制化が明確に予定されていた
とは言えない｡旧高女系では､29校中単独校
は1校のみで､残りはすべて総合校であった｡
旧実業系の場合､29校中単独校は15校､総合
校は14校と相半ばしたが､普通科併置は8校
で､総合制を意図した計画であった｡統合計
画における学科案がどのように各高校に受け
入れられ､また実現されなかったか､各高校
の反応や対応を詳細にみることは今後の課題
としたいが､1951年時の学科配置を見るかぎ
り､総合制が十分浸透したとは言えない｡単
独校が総合校を上回り､しかも普通科単独校
が倍増したからである｡計画案では大学進学
課程+職業課程で構想されながら､実際には
普通科単独となったのである｡計画案で単独
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校であったものが総合校へ変更したケースは
4件に過ぎず､逆に総合校案から単独校への
移行が16件であった｡
旧制中学系では､屋代東､岡谷南､大町南
の3校で商業科併置のほかは､すべて普通科
単独となった｡この3校のその後の展開は後
述する｡旧高女系では､単独で新制高校-移
行した場合､計画案では普通科+家庭系とな
り､実業学校と統合された場合､普通科十他
の職業学科となった｡しかし､実際には家庭
系を切 り放し普通科単独となったケースも多
く､それらは旧中学系の普通科高校に近い位
置を目指したといえよう｡一方､高等女学校
と実業学校の統合で普通科を併置した高校や､
実業高校に普通科を新設した高校は総合制の
理念を実現したものといえるが､旧中学 ･高
女系の普通科高校との格差を認識せざるをえ
ない結果となった｡高等普通教育の場の分化
がその後の学校格差を助長する役割を担った
と考えられる｡
4.旧制中学系高校の動向一商業科の
廃止問題
旧制中学の多くが普通科単独校となった一
方､屋代東､大町南､岡谷南の3校は商業科
を併設した総合校で出発した｡しかし､前 2
校は1954年に､岡谷南は1960年に商業科を廃
止し､普通科単独校となった｡もともと総合
制に対する県教委の対応は､単一高校におけ
る総合制ではなく同一学区内における地域総
合制を目指すようであった｡したがって､す
べての旧制中学を総合校にする計画はなく､
各地域の学科配置の中で必要な学科を併置す
ることとなった｡しかし現実には､総合制理
念の実現の問題として､それを生かす条件整
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備や対応に乏しかった｡『長野県教育年報』(昭
和26年度版)では､総合制の反省として､｢学
校経営が複雑多岐にわたり運営が困難になる
場合が多い｡各教育課程の特色を十分に発揮
することが難しい｡総合制ということにとら
われて､地域の必要とマッチせず不合理に教
育課程を増設した面がある｡実施3年を顧み
て地域の必要､学校の施設､設備等から見て
実情に則しない教育課程がある｡｣と指摘し
た｡屋代東高校では､商業課程の募集停止に
対して ｢商業科を最後まで守ろうとしたもの､
普通科-の転科を希望したものの二つの流れ
があった｣(20) という｡そして､廃止に至った
原因を次のように指摘する｡(21)
｢総合制への指向は失敗に終った｡しかし､
その原因は果たして 『年報』の指摘するが
如きところにあったのであろうか｡そうは
思えない｡米国教育使節団の意図した総合
制とは､生徒が自由に選べるコースを豊富
に用意してやるというところにあった｡と
ころが我が国で､あるいは本県で実施した
それは､単に一つの高校に複数のコースが
あるだけで､生徒が自由に選べるものでは
なかった｡いなむしろ､成績によって輪切
りにされた受験生がいやおうなしに押し込
まれているものであった｡我が国の受験地
獄が､学歴社会の弊が総合制高校を押し潰
したのだろう｡高校格差を生んだものと同
じものが総合制の芽を摘んでしまった｡｣
旧制度で培われてきた受験体制が､戦後も変
わることなく堅持され､そのような体制の中
で､形式だけの ｢総合制｣は根付きえなかっ
たという指摘である｡
一方､大町南高校は､商業科の当時の条件
整備の不備を指摘している｡(22)
｢古ソE]バン十数個 軌道に乗らぬ商集科
昨年度より併置された本校商業科も-昨年､
今年と募集人員にぎりぎりというさびしさ
でなお減少する可能性すらあり､教員の不
足および商業面の特殊教科として最も必要
とされている実習､実験器具と設備の皆無
に-完全な軌道に乗り切れないうらみがあ
るo･･･商業科を併設しても特別に予算を県
側は計上しないので早急の充実は不可能で
ある｡｣(大町南高校新聞第11号)
こうした現状をふまえ､県へ予算措置を訴え
たが認められず､逆に廃止を伝えられた｡商
業科が困難を伴ってはいたが､いかに盛り立
てていくかに腐心していた高校側としては､
廃止は唐突であった｡廃止を了承した高校は､
次のような同意書を提出した｡(23)
｢商業科廃止に関する校長の意見書 (同意
書)
一､中信地方の如く地域の広さに比して
高等学校が多数に存在する場合総合制
高等学校は教育効果の上からも経済的
な面からも不適当である｡
一､商業課程の設置が必ずしも地域社会
の要望するところではなかったこと｡
一､本校が長い伝統を有する中学校より
出発せるため純粋の普通科高等学校た
る事-の希望が強いこと｡｣
学科配置と地域の要求とがミスマッチであっ
たことに加え､普通科に併置した商業科をよ
り手厚 く援助しなかったこと､そして､旧制
中学の伝統がそれを忌避した感がある｡旧制
中学の総合制からの離脱は､旧来の普通科の
位置づけを堅持することを意味し､他の普通
科高校 (主に旧高等女学校系)や総合制高校
普通科 (主に旧実業学校や高女との統合校)
との種別をEAることになった｡同時に､商業
科を切り放したことも､普通科と職業科との
西山 戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (1)
違いを改めて強調する結果となったと考える｡
むすびにかえて
戦後改革における長野県の高校制度の発足
過程を概括したが､その特徴を以下にまとめ
る｡第1に､新制高校への再編成は､旧制の
中等学校を基盤として行なわれたが､その移
行は､地区ごとの学校配置計画の中でとくに
県立外学校の学校統合を促進することによっ
て穏便に進められた｡しかし､県立外学校の
県立移管は当時の財政事情によって地元負担
を余儀なくさせ､旧県立校との格差を引きず
る結果となったと考えられる｡第2に､学校
統合は各学校の学科設置に大きな影響を与え
た｡総合制の条件整備 として学校統合は効率
的であったが､統合後の総合制-の手掛か り
は極めて弱かった｡その結果､多課程併置と
総合制との差異が見出せなかったことは､戦
前の各学校の基盤をそのまま継承することに
つながったと考えられる｡また､旧制中学の
多くが総合制の枠外に置かれたことも､旧制
度との連続性を保つことになった｡第3に､
県の学科設置案 と実施との相違がある｡総合
校から単独校へ､ことに普通科単独が多く､
旧来の単独普通科､総合校から単独校化する
ことによる単独普通科､総合校における普通
科 と､普通科において3つの層が戦後間もな
い時期に生じ､また普通科/職業科の二元化
も継続することになった｡
戦後改革後､高校教育は ｢多様化｣政策の
もとで大きな展開を見せていく｡本稿で取 り
上げなかった ｢学区制｣問題や産業構造の変
化､そして進学率の高まりの中で､長野県の
高校教育が国の施策にどう対応し変貌してい
くか､また､各高校の具体的な対応などは今
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後の課題としたい｡
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